


事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

6 款 2 項 3 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

17

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 4 4

毎

16, 732

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

事務事業名 林道管理事業
会計名称 担当課 農林水産課

予算科目 事業番号

令和 4 年度　 事務事業評価シート

一般会計

2970 所属長名 鍋田豊樹

担当責任者名 立田忍

持続的な林業・ 水産業の振興
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和産業振興都市の創造

森林法

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事業の目的 林業用道路と し ての機能を保全し 森林資源の効率的な整備を 図る。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

森林組合及び土木業者等と 連携し 、 現況状況の把握に努めているが、 効率的な維持
管理、 災害予防の観点から も 現況の把握は重要と なるため、 地域事務所の協力を 仰
ぎ定期的なパト ロール実施等、 更なる検討を図っ ていく 。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
定期的なパト ロールや水路の土砂堆積等の除去を確実に行う こ と が、 路面水の速や
かな排除や路肩崩壊の防止に寄与し 、 災害発生を未然に防ぐ こ と につながるため、
予防保全的な維持管理体制の整備を行う こ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

伊予市管理林道の路面整正・ 崩土撤去・ 側溝清掃、 整備開設路線等の用地測量登記
業務

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

総合計画の施策を達成するために、 計画的・ 効率的な林道管理を行う 。 事業の対象 林道における維持管理にかかるも の

9月末の実績 年度実績

予算措置件数

項       目 単位 年度実績 年度予定

件 6 3 0 3

3施工実績件数 件 6 3 00 7

16, 726 10, 774 0 1, 555 0

0 0 0 0 0 0

6 0 0 0

12, 166

10, 000

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

10, 774 0 1, 555 0 12, 173

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 23

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

向こ う ５ 年間の直接事業費の推移
（ 千円）

5 年度 6 年度 7

10, 200 10, 000 10, 000

年度 8 年度 9 年度 5年間の合計

10, 000 50, 200

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 4

100

指標設定の考え方
予算措置（ 計画） 件数に対する施工実績件数の割合を上げるこ と によ
り 、 適正な維持管理を図るこ と になる。 実　 績 100 100

年度 5 年度 目標 年度

⇒
目　 標 100 100 100

指標で表せない
効果

施工実績件数÷予算措置件数

単位

％

主な実施主体 請負・ 委託伊予市

0. 18 0. 18

7, 841 7, 794 7, 794

18, 535 12, 177 13, 576※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）
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事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

地域の要望や職員のパト ロールにより 、 林道の機能回復に努めた。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

森林組合等と 連携し 、 林道の現況把握に努め適切な維持
管理を図っ た。

限ら れた予算の中、 適切な林道の維持管理を行っ ていく
う えで、 経済的・ 効率的な計画の検討が必要である。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）

A社会情勢等への対応 3

市の関与の妥当性 3

3

市民（ 受益者） 負担
の適正 3

目的の妥当性 4

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 3

効率性

手段の最適性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B成果向上の可能性 3

市営により 林道管理事業を実施するこ と で基盤整備を促
進し 、 林業経営の合理化と 生産性の向上、 農山村地域の
環境整備を促進するために有用な事業であり 継続と 判断
する。

3

3

効率性

手段の最適性 3

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
車両の通行や路面排水に支障が無い程度には維持管理を
行う 必要があるが、 限ら れた予算の中で全ての路線を網
羅する事は困難なため、 利用状況や費用対効果等を考慮
し 、 計画的に施工箇所を選定する必要がある。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 3

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 3

市の関与の妥当性 3

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 3

施策への貢献度
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今後の方向性（ ACTI ON）

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。
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事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

令和４年度事務事業補助シート 事務事業名 林道管理事業

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

上記以外の事業費合計

摘　要

消耗品費、燃料費、修繕料

通信運搬費、賠償責任保険料

8,754

37

2,299

直接事業費 12,173

節

需用費

事業費

1,083

役務費

委託料

工事請負費

細節

事業コード 摘　　要

事業コード

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし
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事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

6 款 1 項 3 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

17

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 4 4

毎

4, 060

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

事務事業名 農業活性化緊急対策事業
会計名称 担当課 農業振興課

予算科目 事業番号

令和 4 年度　 事務事業評価シート

一般会計

2452 所属長名 池内伸至

担当責任者名 新英二

魅力ある農業の振興
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和産業振興都市の創造

伊予市農業活性化緊急対策事業実施要領、 補助金交付要綱

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事業の目的
本市の農業活性化に貢献するため、 特産果樹優良品種の導入や生産技術向上による
産地化の推進、 安全な農産物の生産振興を図るための土づく り 等について対策を講
じ るこ と を目的と する。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策
本取組を継続するこ と により 、 産地の強化を図る。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
後継者不足など厳し い環境にあるため、 栗の生産体制の見直し ・ 高品質化に取り 組
むこ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

・ 特産果樹優良品種導入事業（ 苗木の購入費補助）  
・ 特産果樹高品質生産体制整備事業（ 高齢農家栗剪定作業の受託補助)  
・ 土づく り 体制整備事業（ バーク 堆肥の購入補助）

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

魅力ある農業の振興のための諸施策 事業の対象 Ｊ Ａ えひめ中央（ 各事業実施農業者）

9月末の実績 年度実績

特産果樹苗木植栽面積

項       目 単位 年度実績 年度予定

㎡ 235230 209120 0 207110

㎡ 216100 317200 0 303400バーク 堆肥投入面積

289009高齢農家栗剪定園地面積 ㎡ 380700 296009 00 0

4, 060 4, 325 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

3, 746

4, 325

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

4, 325 0 0 0 3, 746

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 15

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

向こ う ５ 年間の直接事業費の推移
（ 千円）

5 年度 6 年度 7

4, 325 4, 325 4, 325

799519計 0 832030 822329 0

年度 8 年度 9 年度 5年間の合計

4, 325 21, 625

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 4

100以上

指標設定の考え方
実施計画面積に対する実施面積を測定するこ と で、 優良品種の導入や
生産体制の整備等についての効果を測る。 実　 績 99. 8 97. 2

年度 5 年度 目標 年度

⇒
目　 標 100以上 100以上 100以上

指標で表せない
効果

苗木の改植・ 新植による園地の若返り 、 高齢農家支援による耕作放棄地の発生防止、 堆肥の投入による土壌改良等、 産地の維持・ 活性化に大きく 貢献するも のである。

当該年度苗木植栽・ 栗剪定・ バーク 堆肥投入の実施面積/当
該年度実施計画面積×１ ０ ０

単位

％

主な実施主体 補助金JAえひめ中央

0. 16 0. 16

7, 841 7, 794 7, 794

5, 236 5, 572 4, 993※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）
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事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

地域農業の活性化を図るため、 地域が求めるこ れら 取組を引き続き推進する。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

地域から 対象品目等の新たな要望はなかっ たため、 昨年
に引き続いての事業推進を図っ た。

限ら れた予算の中で、 更なる地域農業の活性化を図るた
め、 地域の特性や実情を踏まえ、 真に何が必要か常に模
索し ていく 必要がある。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）

A社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 3

3

市民（ 受益者） 負担
の適正 4

目的の妥当性 4

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 4

効率性

手段の最適性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A成果向上の可能性 3

本事業は、 地域特性に応じ て果樹等の産地化に向けた優
良品種の導入、 品質向上を図る上での体制整備、 土づく
り による安全な農作物の生産振興を図るこ と を目的と し
て、 一定の成果を納めているこ と から 事業継続と 判断す
る。

4

4

効率性

手段の最適性 4

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
みどり の食糧計画により 、 減化学肥料の県目標を達成す
る上で有機資材の導入支援はより 活発に行われるこ と が
必要であるが、 その他の生産技術の確立と 合わせた事業
推進が必要と なる。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 3

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 3

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 4

施策への貢献度
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今後の方向性（ ACTI ON）

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。
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事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

令和４年度事務事業補助シート 事務事業名 農業活性化緊急対策事業

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

上記以外の事業費合計

摘　要

農業活性化緊急対策事業費補助金

直接事業費 3,746

節
負担金・補助及び交付金

事業費

3,746

細節

補助金

事業コード 摘　　要

事業コード

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし
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事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

6 款 1 項 5 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

17

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 4 4

毎

77, 612

0 0 0 0 0 0

57, 242 56, 596 0 0 0 55, 552

事務事業名 中山間地域等直接支払交付金事業
会計名称 担当課 農業振興課

予算科目 事業番号

令和 4 年度　 事務事業評価シート

一般会計

2540 所属長名 池内伸至

担当責任者名 新英二

魅力ある農業の振興
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和産業振興都市の創造

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する 法律　 国中山間地域直等接支払交付金実施要領等　 県交付金交付要綱等　 市交付金交付要綱

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事業の目的

農業生産の不利地域である中山間間地域等においては、 高齢化の進展等により 荒廃
農地が増加するこ と による水源涵養、 洪水防止機能の低下防止を図る必要があるた
め、 農業生産等の維持・ 確保について取組む集落等を単位と し て締結し た協定に対
し 、 交付金を交付するこ と で、 多面的機能の維持・ 確保を図るこ と を目的と する。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策
一層わかり やすい説明に努める。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
中山間地域の多く が抱える高齢化と 担い手不足の悩みだけでなく 、 増加する鳥獣被
害によっ て農業意欲が低下し てし まわないよう 、 更なる制度、 趣旨説明を行い、 事
業の推進を図るこ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

・ 地域振興法で指定さ れた地域で、 基準を満たし た農用地を 対象と し て、 集落等を
単位と し た活動の取組を締結し た協定に対し 、 5年間（ Ｒ 2～Ｒ 6） 国交付金を交付す
る本体事業 
・ 交付金交付に要する事務的経費である同じ く 国庫の推進事業

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

魅力ある農業の振興のための中山間地域対策 事業の対象 中山間地域等直接支払制度集落協定（ 協定参加農業者）

9月末の実績 年度実績

対象農用地面積

項       目 単位 年度実績 年度予定

ha 712. 8 712. 8 711. 3 711. 3

0 140

20, 345 21, 290 0 0 0

0 0 0 0 0 0

25 0 141 0

20, 682

77, 000

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

77, 886 141 0 0 76, 374

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 60

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

向こ う ５ 年間の直接事業費の推移
（ 千円）

5 年度 6 年度 7

77, 000 77, 000 77, 000

年度 8 年度 9 年度 5年間の合計

77, 000 385, 000

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 4

100以上

指標設定の考え方
対象農用地面積の増加を測定するこ と で、 中山間地域の農用地の保
全、 農業・ 農村の有する多面的機能の確保に関する効果を測定する。 実　 績 101 100

年度 5 年度 目標 年度

⇒
目　 標 100以上 100以上 100以上

指標で表せない
効果

中山間地域は、 平地に比べ農産物を生産する上で不利な条件を多数抱えており 、 直接支払にて補う 本制度は、 高齢農業者も 安心し て参加できる地域ぐ るみの取組みを推進し 、 も っ
て農地の保全や多面的機能の確保に大き な効果が認めら れるも のである。

当該年度の対象農用地面積/前年度の対象農用地面積×100

単位

％

主な実施主体 交付金各集落協定

0. 65 0. 65

7, 841 7, 794 7, 794

82, 317 82, 952 81, 440※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）
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事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

対策期間中にあっ ても 、 国による制度の軽微な変更は生じ るこ と から 、 集落に対し ての説明・ 情報提供はわかり やすく 丁寧な対応に心掛け、 また、 必要な申請や届出に係る十分な
事務支援を実施し ている。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

相談のあっ た新規集落について、 取組による効果等を丁
寧に説明し 、 必要な情報等を適時に提供する等、 伴走的
に支援するこ と で取組の開始に導いた。

中山間地域の農業を取り 巻く 環境は、 依然と し て厳し い
こ と から 、 引き続き集落に対するきめ細やかな支援を行
う 必要がある。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）

A社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

4

市民（ 受益者） 負担
の適正 4

目的の妥当性 5

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 4

効率性

手段の最適性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A成果向上の可能性 4

本事業は「 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関す
る法律」 に基づき行われる法定事務であり 、 中山間地機
における農業耕作条件の不利を補正するこ と を目的と し
た事業であり 継続と 判断する。

4

4

効率性

手段の最適性 4

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
第5期対策の中間評価を終え次期に向けた準備事務を行
いながら 、 今期の推進を図る必要があるが、 各協定と 意
思疎通を図るこ と が必要であり 、 担当者の技量が望まれ
るこ と と なる。 また、 伊予地区でも 新規の取組が協議さ
れており 、 事務量の増加が見込まれ、 業務遂行に際し て
は担当者に計画性が求めら れるが、 経験年数を生かし た
力量によっ て適正処理が図ら れている状況にある。合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 4

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

事業の効果 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 4

施策への貢献度
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今後の方向性（ ACTI ON）

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。
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事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

事業コード

事業コード 摘　　要

直接事業費 76,374

節
負担金・補助及び交付金

事業費

73,377

委託料
使用料及び賃借料

細節

2,013

264

上記以外の事業費合計

摘　要

中山間地域等直接支払交付金

支援業務委託料等

支援システム賃借料

令和４年度事務事業補助シート 事務事業名 中山間地域等直接支払交付金事業

720 一般事務費、上記で書き表せないもの

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし
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